
内閣府宇宙開発戦略推進事務局への一元化と宇宙基本計画（本文）の

閣議決定について 

平 成 2 8 年 3 月 

内 閣 府 宇 宙 戦 略 室 

＜ポイント＞ 

① 内閣官房・内閣府スリム化法の施行により、内閣官房宇宙開発戦略本部事

務局及び内閣府宇宙戦略室は、平成 28 年 4 月 1 日に内閣府宇宙開発戦略

推進事務局に一元化する。 

② 宇宙基本法が改正され、従来は宇宙開発戦略本部で決定することとなって

いた宇宙基本計画の本文について、閣議決定を行うこととなる。 

 

１．内閣官房・内閣府スリム化法の要点 

 「内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組

織法等の一部を改正する法律」（通称、内閣官房・内閣府スリム化法）が平成

28 年 4 月 1 日に施行。宇宙に関連するのは以下 2点。 

① 内閣府設置法の改正：内閣官房宇宙開発戦略本部事務局及び内閣府宇宙戦

略室は、「内閣府宇宙開発戦略推進事務局」に一元化 

② 宇宙基本法の改正：宇宙開発戦略本部は宇宙基本計画の案を作成、また、

内閣総理大臣は宇宙開発戦略本部の作成した宇宙基本計画の案について閣

議の決定を求める。 

  

 

２．今後の対応 

・ このため、4月 1日に（または 4月 1日以降速やかに）宇宙開発戦略本部

を開催して宇宙基本計画の本文（案）を本部決定としたうえで、宇宙基本

計画の本文を閣議決定する。 

・ 閣議決定に当たっては、宇宙基本計画の本文については、内容は修正せ

ず、技術的修正のみ加えることとする。 

 

 

 

宇宙基本計画（本文）修正案 

（修正前） 

新たな宇宙基本計画を「本文」と「工程表」の二部構成とし、「工程表」につ

いては、毎年、政策項目ごとの進捗状況を宇宙政策委員会において検証し、宇

宙開発戦略本部において改訂する。 

 

（修正後） 

本宇宙基本計画に基づく「工程表」を策定することとし、毎年、政策項目ごと

の進捗状況を宇宙政策委員会において検証し、宇宙開発戦略本部において改訂

する。 

宇宙基本法（平成 20 年法律第 43 号）（平成 28 年 4 月 1 日施行） 

第 24 条 

 ４ 内閣総理大臣は、宇宙開発戦略本部の作成した宇宙基本計画の案につい

て、閣議の決定を求めるものとする。 



内閣官房・内閣府の業務見直しに伴う宇宙開発利用に関する事務の取扱いの変更について

宇宙開発戦略本部

現 行 平成２８年４月以降
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関の事務の調整（経費の見積り方
針作成、宇宙政策委員会の庶務）

・宇宙開発利用の推進

・公共の用又は公用に供される人工
衛星等の開発・運用

・その他宇宙開発利用に関する施策
に関すること 等
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等）
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・宇宙開発利用の推進

・公共の用又は公用に供される人工
衛星等の開発・運用

・その他宇宙開発利用に関する施策
に関すること 等
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